
１　障害者職域拡大アドバイザー設置事業実績
（平成24年4月1日～平成24年9月30日）

上小 上伊那 松本 長野 計

377 180 266 311 1,134

事業所数 7 4 3 2 16

人　数 9 4 4 2 19

事業所数 6 3 8 16 33

人　数 11 3 12 20 46

事業所数 13 7 11 18 49

人　数 20 7 16 22 65

２　セミナー等開催計画状況

開催年月 開催地 関係地方事務所 備　　　考

（１）　障害者雇用促進セミナー

平成２５年　２月 安曇養護学校 北安曇地方事務所

平成２５年　１月中旬 諏訪養護学校 諏訪地方事務所

平成２５年　１月末 飯田養護学校 下伊那地方事務所

平成２５年　１月 長野ろう学校 長野

平成２５年　１月 稲荷山養護学校 長野

平成２５年　１月 松本養護学校 松本地方事務所

平成２５年　１月 飯山養護学校 北信

平成２４年１２月 小諸養護学校 佐久

平成２４年１２月中旬 伊那養護学校 上伊那地方事務所

平成２４年１１月 上田養護学校 上小

平成２４年１１月 木曽養護学校 木曽地方事務所

平成２５年　１月末
飯伊圏域障害者総合支援セン

ター・ホットスマイル
下伊那地方事務所

（２）　特別支援学校等見学会

平成２５年　１月 千曲市 長野

平成２５年　１月中旬 諏訪養護学校 諏訪地方事務所

平成２５年　１月 中野市（北信合庁） 北信

平成２５年　１月 長野市 長野

平成２５年　１月 大町市 北安曇地方事務所

平成２５年　１月 木曽町 木曽地方事務所
共催（木曽地域自立支援協

議会就労支援部会）

平成２４年１２月 伊那市 上伊那地方事務所

平成２４年１２月 松本市 松本地方事務所 又は25年1月開催

平成２４年１１月 上田養護学校 上小

平成２４年１２月 小諸養護学校 佐久

開　催　年　月 開　催　地 関係地方事務所 備　　　考

　障害者職域拡大アドバイザー設置事業　事業実績・セミナー計画状況
労働雇用課

（単位：所、人）
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 新 障害者職域拡大アドバイザー設置事業 
労働雇用課 

予算要求額    11,049千円 

うち一般財源      0千円 

＜目 的＞ 

 障害者雇用を促進するため、障害者職域拡大アドバイザー（仮称）を設置（４か所の地方

事務所商工観光課内）し、小規模事業所及び地方公共団体を中心に、障害者に対する理解の

向上を図り、以って障害者雇用を促進する。 

＜現状＞ 

県内の障害者雇用の状況（長野労働局：H23.6.1） 

区   分 
法定 

雇用率 

企業数 

機関数 

実雇 

用率 

法定雇用率達成・未達成数 

達成 未達成 

民間企業 1.8% 1,328 1.82% 757 571 

 56～499 人 
1.8% 

1,232 1.78% 703 529 

500 人～ 96 1.88% 54 42 

地方公共団体 2.1% 105 2.20% 93 12 

県・長野市教育委員会 2.0% 2 1.87% 1 1 

地方独立行政法人 2.1% 2 0.42% 1 1 

＜課題＞ 

事業者が障害者の能力や可能性、障害者雇用に関する助成制度など、障害者雇用のメリッ

トを理解することが、障害者雇用を促進する上で重要であるが、これまでこの点に関しての

取り組みが行われてこなかった。 

＜業務概要・効果＞ 

次の取り組みをとおして、障害者の職域を拡大し、新たな雇用の場を創出する。 

○ 施設見学会、障害者の能力や雇用事例等のセミナー等により障害者理解の向上を図る。 

○ 障害者雇用が進んでいない小規模事業所や地方公共団体を中心に事業所を訪問し、雇用

事例の紹介、助成制度の情報提供や申請支援等を行い新規雇用の促進を図る。 
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障害者職域拡大アドバイザー 
（東信(上小)・南信(上伊那)・中信(松本)・北信(長野)

に各 1人）４信ごと広域対応 

○養護学校・福祉施設見学会 

 直接の触れ合いによる障害の理解 

○障害者雇用関係セミナー 

 障害者雇用の先進企業経営者等の

話や対話による、障害者の能力や可

能性、メリットなどの理解 

特別支援学校 

就労移行支援施設など 

地域の経済団体 

ハローワーク など 

連携 

○小規模事業所・地方公共団体等 
（対象事業所数約２万所） 

・障害者雇用事例等の紹介 

・助成制度の情報提供、申請支援 

○大・中規模事業所 

周
知
な
ど 

参加 

協力 

参加 

参加 

目標 

・セミナー等 

参加者数 2,000 人 

・事業所訪問 2,000 事業所 


